
（１）人件費の状況（令和６年度決算）

※令和６年度一般会計における市の歳出に占める人件費の割合を示してい
ます。人件費とは、一般職員の給料、諸手当、共済費、退職手当負担金
などのほか、特別職の市長、議員などの給料、報酬などを含んでいます。

（２）職員給与の状況
　（令和７年度一般会計予算から抜粋）

※この図は、令和７年度 一般会計当初予算に計上された給
与費の内訳構成を示しています。

◦職員１人当たりの給与費は 6,462 千円です。

（３）職員の平均給与月額および平均年齢の状況
（令和７年１月１日現在）

※この図は、令和７年度当初予算に計上した一般会計の給
与の平均額を職種別に表しています。（給与とは、基本給
である給料と職員手当を合わせたものです。）

（４）職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在）

区　　分 吉野川市 国
初任給 初任給

一般行政職 （大卒） 220,000円 220,000円
（高卒） 188,000円 188,000円

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
（令和７年４月１日現在）

区　　分 経験年数
10年〜14年

経験年数
15年〜19年

経験年数
20年〜24年

一　般
行政職

（大卒） 291,100円 325,600円 371,900円
（高卒） 255,500円 287,300円 336,600円

区　　分 経験年数
25年〜29年

経験年数
30年〜34年

経験年数
35年以上

一　般
行政職

（大卒） 393,500円 414,300円 405,600円
（高卒） 382,400円 398,600円 422,400円

※定年引上げに伴い給料月額が７割水準となる職員を除く。

（６）一般行政職の級別職員数の状況
（令和７年度一般会計予算書から抜粋）

区分 標準的な職務 職員数
（人）

構成比
（％）

前年度構成比
（％）

７級 政策監、部長､ 局長、会計管理者、
参事または次長の職務 19 6 5

６級 課長、所長、室長または主幹の職務 41 13 14

５級
１ 課長補佐または参与の職務
２ 困難な業務を行う係長または
　 主査の職務

92 29 27

４級 係長または主査の職務 58 18 19

３級
１ 事務主任の職務
２ 特に高度な知識または経験を
　 必要とする業務を行う職務

37 12 12

２級
定型的な業務を行う職務

40 12 13
１級 33 10 10
計 320 100 100

（７）特別職の報酬などの状況（令和７年度）

区　分
給料月額など

期末手当
４月１日現在

給
料

市　長 　900,000円※

6月期 1.7月分
12月期 1.7月分
　計　3.4月分

副市長 720,000円
教育長 649,000円

報
酬

議　長 430,000円
副議長 380,000円
議　員 350,000円

※市長の給料月額については、15%カットを行っているため、765,000
円となっている。

（４）年齢別職員数の状況（令和７年４月１日現在）

令和７年度 吉野川市人事行政の運営などの状況のお知らせ

１ 職員の任免および職員数に関する状況

２ 職員の人事評価の状況

３ 職員の給与の状況

（１）職員採用の状況（令和６年度）
区　分 申込者数 受験者数 採用者数 競争率

上 級 行 政 28人 20人 4人 5.0倍
上級行政（職務経験者） 39人 34人 5人 6.8倍
初 級 行 政 11人 8人 0人 －
情 報 技 術 1人 1人 1人 1.0倍
情報技術（職務経験者） 1人 1人 0人 －
上 級 土 木 1人 1人 0人 －
初 級 土 木 1人 1人 0人 －
保 健 師 5人 3人 1人 3.0倍
保 育 教 諭 2人 2人 1人 2.0倍
運 転 手 10人 10人 2人 5.0倍

計 99人 81人 14人 5.8倍
※採用者数は令和７年４月１日採用者（「上級行政（職務経験者）」、「運

転手」のみ令和６年 10 月１日採用者）

（２）職員の退職状況
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

内　訳 職員人数 内併任職員人数
定年退職 5人
早期退職 4人
普通退職 5人
そ の 他 3人 県 職 員 2人

計 17人 計 2人

（３）部門別職員数の状況（令和７年４月１日現在）
（単位：人）

区　分
部　門

職員数 対前年
増減数 主な増減理由

令６ 令７

一

般

行

政

部

門

議 会 4 4 0
総 務 ・ 企 画 80 79 △1 推進体制の見直し
税 務 19 19 0
農 林 水 産 13 14 1 推進体制の見直し
商 工 7 7 0
土 木 34 32 △2 退職不補充
民 生 122 119 △3 退職不補充など
衛 生 45 47 2 推進体制の見直し

小　　　計 324 321 △3
教育
部門 教 育 委 員 会 26 28 2 学校再編推進体制

の見直しなど
小　　　計 26 28 2

公
営
企
業
等
部
門

水 道 12 12 0
下 水 道 9 9 0
国 民 健 康 保 険 14 14 0
介 護 保 険 8 8 0

小　　　計 43 43 0
合　　　計 393 392 △1

※県職員２人を含む。
（参考）会計年度任用職員（フルタイム）の職員数 2人（令和6年4月1日 1人）

（１）公正な人事管理を行い、優れた人材の育成お
よび活用を図ることを目的として、毎年度人事評価
を行い、評価結果を人事異動などに活用しています。
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（８）職員手当の状況（令和７年度）
●期末・勤勉手当

期末手当 勤勉手当
６月期 1.25月分 1.05月分
12月期 1.25月分 1.05月分

計 2.50月分 2.10月分

加算措置 ◦職制上の段階、職務の級などによる
　加算措置あり

●退職手当
自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 19.669500月分 24.586875月分
勤 続 2 5 年 28.039500月分 33.270750月分
勤 続 3 5 年 39.757500月分 47.709000月分
最 高 限 度 額 47.709000月分 47.709000月分

●時間外・休日勤務手当（決算統計資料より）
年　　　　　度 令和６年度

支 給 総 額 65,871千円
職 員 １ 人 当 た り の 平 均 支 給 額 219,570円

●扶養手当
支給月額

配 偶 者 3,000円
子 11,500円

16歳 ～ 22歳 の 子 の 加 算 5,000円
父 母 な ど 6,500円

●住居手当
区分 支　給　金　額

借　家

借　間

◦月額25,000円以下の家賃などを支払って
　いる職員
　（家賃額から14,000円を控除した額）
◦月額25,000円を超える家賃などを支払っ
　ている職員
　（25,000円を超える額の1/2に11,000円
　を加えた額）
　（最高支給限度額28,000円）

●通勤手当
支　給　月　額

自動車などを使用し通勤距離が２キロメートル以上の
ものに支給される。

 ２ ㎞〜 ５ ㎞未満
 ５ ㎞〜10 ㎞未満
10 ㎞〜15 ㎞未満
15 ㎞〜20 ㎞未満
20 ㎞〜25 ㎞未満
25 ㎞〜30 ㎞未満
30 ㎞〜35 ㎞未満
35 ㎞〜40 ㎞未満
40 ㎞〜45 ㎞未満
45 ㎞〜50 ㎞未満
50 ㎞〜55 ㎞未満
55 ㎞〜60 ㎞未満
60 ㎞以上

2,000円
4,200円
7,100円

10,000円
12,900円
15,800円
18,700円
21,600円
24,400円
26,200円
28,000円
29,800円
31,600円

給料 335,982円 職員手当 26,777円

給料 364,213円 職員手当 19,461円

一般行政職一般行政職
320人320人

技能労務関係職技能労務関係職
31人31人

383,674円（51.8歳）

362,759円（42.2歳）

人件費以外人件費以外
201億8,559万2千円201億8,559万2千円
84.2%84.2%

人件費人件費
37億9,696万3千円37億9,696万3千円
15.8%15.8%

令和６年度令和６年度
一般会計決算一般会計決算
歳　出　額歳　出　額
239億8,255万239億8,255万

5千円5千円

期末・勤勉手当期末・勤勉手当
5億9,817万2千円5億9,817万2千円

給　料給　料
14億973万1千円14億973万1千円

令和７年度令和７年度
一般会計当初予算一般会計当初予算
職員給与費職員給与費
22億4,234万22億4,234万

9千円9千円

職員手当職員手当
2億3,444万6千円2億3,444万6千円

2026年 2月号 広報よしのがわ2026年 2月号 広報よしのがわ11 10


